
 

『税制改正大綱（２）資産課税 納税猶予緩和、タワマン見直し』 
  

 ２９年度税制改正では、非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の見直しが注目され

る。災害等の発生前に相続、遺贈、贈与で非上場株式等を取得し、円滑化法の認定を受けている、又は

受けようとしている会社は、資産の被害額や売上高の減少幅など被害の態様に応じて雇用確保要件が

免除され、破産等の場合には経営承継期間内でも猶予税額が免除されることとなる。なお、災害等の発

生後に非上場株式等を取得し、同認定を受けようとしている会社は、上記の措置に加え、事前役員就任

要件が緩和される。その他、相続時精算課税制度に係る贈与を贈与税の納税猶予の対象に加える、贈

与者が死亡した場合は認定要件を緩和する等の措置も講じられる。 

 また、居住用超高層建築物に対する固定資産税・都市計画税の算出方法も見直される。６０メートル

を超え、かつ複数階に住戸が所在する建物で固定資産税額を按分する際に用いる各専有部分の床面

積を、階層の差異による取引単価の変化を反映する補正率 （１階を１００とし、階が一を増すごとに、これ

に１０を３９で除した数を加えた数値） で補正することとなった。同様に、各専有部分を取得した際に課さ

れる不動産取得税についても、税額の算出に用いる床面積に上記の補正率を適用する。 

 

『協会けんぽの保険料率 据え置き方針』 
         

 全国健康保険協会 （協会けんぽ） は、中小企業の社員やその家族が加入する健康保険だ。近年、保

険料収入の元となる給与や賞与の伸び悩みや医療費の上昇等もあり、財政面での脆弱性が指摘され

てきていた。しかし、平成２７年度決算は２，４５３億円の黒字で、積み立てた法定準備金は１兆３，１００億

円に増加、財政的には黒字基調となっている。ここ数年繰り返されてきた保険料率の引上げは、中小企

業にとっては法定福利費の増大に直結する大きな経営上の問題となっていた。準備金の増大や黒字

基調の流れを受けて、保険料率を引き下げるべきではないかという意見も根強い。 

 実際、先日行われた協会けんぽの運営委員会においても、２９年度の保険料率を引き上げるべきとし

た支部はなく、維持すべきが１４支部、引き下げるべきが１４支部、そのどちらについても理解を示した支

部が１９支部となった。最終的には今後の医療費の増加や中長期的に安定した保険財

政運営を行うことを念頭に、２９年度の保険料率は据え置きが妥当という判断となった。

協会けんぽの加入事業所は平成２５年４月に約１６４万だったが、２８年９月には約１９３万

に増加、被保険者も約２００万人増えており、保険料収入の増加につながっているようだ。 
  

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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